
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

ス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施

上の留意事項について」（平成18 年10 月31 日付け障発第1 0 3 1 0 0 1 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 

 

＜抜粋＞ 

第二の１ 

（７） 定員超過に該当する場合の所定単位数の算定について  

① 対象となる障害福祉サービス 

療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移

行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型 

② 算定される単位数 

所定単位数の100分の70とする。なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、各種加

算を含めた単位数の合計数の100分の70となるものではないことに留意すること。 

③ 指定障害福祉サービス事業所等の利用定員を上回る利用者を利用させているいわゆる定員超過利用につ

いて、原則、次の範囲の定員超過利用については、適正なサービスの提供が確保されることを前提に可能と

する一方、これを超える定員超過利用については、報酬告示及び厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及

び従業者の員数の基準並びに所定単位数に乗じる割合（平成18年厚生労働省告示第550号。以下「第550号告

示」という。）の規定に基づき、介護給付費等の減額を行うこととしているところであるが、これは適正な

サービスの提供を確保するための規定であり、指定障害福祉サービス事業所等は、当該範囲を超える過剰な

定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。 

④  日中活動サービスにおける定員超過利用減算の具体的取扱い  

（一） １日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

ア  利用定員50人以下の指定障害福祉サービス事業所等の場合  

１日の利用者の数（複数のサービス提供単位が設置されている場合にあっては、当該サービス提供単

位ごとの利用者の数。以下この（一）から（三）まで及び⑤において同じ。）が、利用定員（複数のサー

ビス提供単位が設置されている場合にあっては、当該サービス提供単位ごとの利用定員。以下この（一）

から（三）まで及び⑤において同じ。）に100分の150を乗じて得た数を超える場合に、当該１日につい

て利用者全員につき減算を行うものとする。  

イ  利用定員51人以上の指定障害福祉サービス事業所等の場合  

１日の利用者の数が、利用定員から50を差し引いた数に100分の125を乗じて得た数に、75を加えて得

た数を超える場合に、当該１日について利用者全員につき減算を行うものとする。  

（二） 過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

ア  直近の過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に100分の125を乗じて

得た数を超える場合に、当該１月間について利用者全員につき減算を行うものとする。  

（例） 利用定員30人、１月の開所日数が22日の施設の場合  

30人×22日×３月＝1,980人  



1,980人×1.25＝2,475人（受入れ可能延べ利用者数）  

※ ３月間の総延べ利用者数が2,475人を超える場合に減算となる。  

ただし、定員11人以下の場合は、過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に３を加えて得た数に開

所日数を乗じて得た数を超える場合に減算を行うものとする。  

（三） 多機能型事業所等における定員超過利用減算の取扱い  

多機能型事業所等における１日当たりの利用実績による定員超過利用減算及び過去３月間の利用実績

による定員超過利用減算については、（一）及び（二）と同様、当該多機能型事業所等が行う複数のサー

ビス又は昼間実施サービスごとに、当該利用定員を超える受入れ可能人数を算出するものとする。  

（例1） 利用定員40人の多機能型事業所（生活介護の利用定員20人、自立訓練（生活訓練）の利用定員10人、

就労継続支援Ｂ型の利用定員10人）の場合の1日当たりの利用実績による定員超過利用減算  

・ 生活介護  

→ 20人×150％＝30人（10人まで受入可能）  

・ 自立訓練（生活訓練）  

→ 10人×150％＝15人（５人まで受入可能）  

・ 就労継続支援Ｂ型  

→ 10人×150％＝15人（５人まで受入可能）  

サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。  

・ 生活介護 → 30人  

・ 自立訓練（生活訓練） → 15人  

・ 就労継続支援Ｂ型 → 15人  

（例２） 利用定員40人、１月の開所日数が22日の多機能型事業所（生活介護の利用定員20人、自立訓練（生

活訓練）の利用定員10人、就労継続支援Ｂ型の利用定員10人）の場合の過去３月間の利用実績による定

員超過利用減算  

・ 生活介護  

→ 20人×22日×３月＝1,320人  

1,320人×125％＝1,650人（利用定員を超える受入可能人数→1,650人－1,320人＝330人）  

・ 自立訓練（生活訓練） 

→ 10人×22日×３月＝660人  

660人×125％＝825人（利用定員を超える受入可能人数→825人－660人＝165人）  

・ 就労継続支援Ｂ型  

→ 10人×22日×３月＝660人  

660人×125％＝825人（利用定員を超える受入可能人数→825人－660人＝165人）  

サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。  

・ 生活介護 → 1,650人  

・ 自立訓練（生活訓練） → 825人  

・ 就労継続支援Ｂ型 → 825人  

⑤  療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練及び施設入所支援における定員超過利用減算の具体的取扱い  



（一） １日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

ア 利用定員50人以下の指定障害福祉サービス事業所等の場合  

１日の利用者の数が、利用定員に100分の110を乗じて得た数を超える場合に、当該１日について利用者

全員につき減算を行うものとする。  

イ  利用定員51人以上の指定障害福祉サービス事業所等の場合  

１日の利用者の数が、利用定員から50を差し引いた数に100分の105を乗じて得た数に、55を加えて得た

数を超える場合に、当該１日について利用者全員につき減算を行うものとする。  

（二） 過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

直近の過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に100分の105を乗じて得た

数を超える場合に、当該１月間について利用者全員につき減算を行うものとする。  

（例） 利用定員50人の施設の場合  

（50人×31日）＋（50人×30日）＋（50人×31日）＝ 4,600人  

4,600人×105％＝4,830人（受入れ可能延べ利用者数）  

※ ３月間の総延べ利用者数が4,830人を超える場合に減算となる。  

⑥  利用者数の算定に当たっての留意事項  

④及び⑤における利用者の数の算定に当たっては、次の（一）から（三）までに該当する利用者を除くこ

とができるものとする。  

また、計算の過程において、小数点以下の端数が生じる場合については、小数点以下を切り上げるものと

する。  

（一） 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第18条第１項若しくは第２項、知的障害者福祉法（昭和

35年法律第37号）第15条の４若しくは第16条第１項第２号又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

21条の６の規定により市町村が行った措置に係る利用者を受け入れる場合 

（二） 「地域生活への移行が困難になった障害者及び離職した障害者の入所施設等への受入について」（平

成18年４月３日付け障障発第0403004号）により定員の枠外として取り扱われる入所者  

（三） 災害等やむを得ない理由により定員の枠外として取り扱われる入所者  

⑦  都道府県知事は減算の対象となる定員超過利用が行われている指定障害福祉サービス事業所等に対して

は、その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、当該定員超過利用が継続する場合には、特別な

事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。  

なお、指定障害福祉サービス事業所等は、減算の対象とはならない定員超過利用の場合であっても、利

用者処遇等について十分配慮すること。  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「 児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する

基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 24 年 3 月 30 日付け障発 0330 第 16

号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

 

＜抜粋＞ 

第二の１ 

（5） 定員超過に該当する場合の所定単位数の算定について  

①  対象となる支援  

児童発達支援、医療型児童発達支援（指定医療機関を除く。）、放課後等デイサービス、基準

該当通所支援、障害児入所支援（指定医療機関を除く。）  

②  算定される単位数  

所定単位数の100分の70とする。なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、

各種加算を含めた単位数の合計数の100分の70となるものではないことに留意すること。  

③  指定障害児通所支援事業所等の利用定員を上回る障害児を利用させているいわゆる定員超過

利用について、原則、次の範囲の定員超過利用については、適正なサービスの提供が確保される

ことを前提に可能とする一方、これを超える定員超過利用については、厚生労働大臣が定める障

害児の数の基準、従業者の員数の基準及び営業時間の時間数並びに所定単位数に乗じる割合（平

成24年厚生労働省告示第271号。以下「第271号告示」という。）の規定に基づき、障害児通所給

付費等の減額を行うこととしているところであるが、これは適正なサービスの提供を確保するた

めの規定であり、指定障害児通所支援事業所等は、当該範囲を超える過剰な定員超過利用の未然

防止を図るよう努めるものとする。  

④  障害児通所支援における定員超過利用減算の具体的取扱い  

（一） １日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

ア  利用定員50人以下の場合 

１日の障害児の数（複数のサービス提供単位が設置されている場合にあっては、当該サー

ビス提供単位ごとの障害児の数。以下この（一）から（三）までにおいて同じ。）が、利用

定員（複数のサービス提供単位が設置されている場合にあっては、当該サービス提供単位ご

との利用定員。以下この（一）から（三）までにおいて同じ。）に100分の150を乗じて得た

数を超える場合に、当該1日について障害児全員につき減算を行うものとする。  

イ  利用定員51人以上の場合  

１日の障害児の数が、利用定員に、利用定員から50を差し引いた数に100分の25を乗じて得

た数に、25を加えた数を加えて得た数を超える場合に、当該1日について障害児全員につき減

算を行うものとする。  

（二） 過去3月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

直近の過去3月間の障害児の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に100分の125を

乗じて得た数を超える場合に、当該1月間について障害児全員につき減算を行うものとする。  

（例） 利用定員30人、１月の開所日数が22日の場合  



・ 30人×22日×3月＝1,980人  

・ 1,980人×1.25＝2,475人（受入可能延べ障害児数）  

※ ３月間の総延べ障害児数が1,980人を超える場合に減算となる。  

ただし、定員11人以下の場合は、過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に3を加えて得

た数に開所日数を乗じて得た数を超える場合に減算を行うものとする。  

（三） 多機能型事業所等における定員超過利用減算の取扱い  

多機能型事業所における１日当たりの利用実績による定員超過利用減算及び過去３月間の

利用実績による定員超過利用減算については、（一）及び（二）と同様とする。  

ただし、当該多機能型事業所が行う複数のサービスごとに利用定員を定めている場合に

あっては、当該サービスごとに、当該利用定員を超える受入れ可能人数を算出するものとす

る。  

（例1） 利用定員30人の多機能型事業所（児童発達支援の利用定員10人、生活介護の利用定員20人）

の場合の１日当たりの利用実績による定員超過利用減算  

・ 児童発達支援  

→ 10人×150％＝15人（利用定員を超える受入可能人数5人）  

・生活介護  

→ 20人×150％＝30人（利用定員を超える受入可能人数10人）  

サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。  

・ 児童発達支援 → 15人  

・ 生活介護 → 30人  

(例2) 利用定員30人、１月の開所日数が22日の多機能型事業所（児童発達支援の利用定員10人、生

活介護の利用定員20人）の場合の過去３月間の利用実績による定員超過利用減算  

・ 児童発達支援  

→ 10人×22日×3月＝660人  

660人×125％＝825人（利用定員を超える受入可能人数→825人－660人＝165人）  

・ 生活介護  

→ 20人×22日×3月＝1,320人  

1,320人×125％＝1,650人（利用定員を超える受入可能人数→1,650人－1,320人＝330人）  

サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。  

・ 児童発達支援 → 825人  

・ 生活介護 → 1,650人  

⑤  障害児入所支援における定員超過利用減算の具体的取扱い  

（一） １日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

ア  入所定員50人以下の場合  

１日の障害児の数が、入所定員に100分の110を乗じて得た数を超える場合に、当該１日に

ついて障害児全員につき減算を行うものとする。  

イ  入所定員51人以上の場合  



１日の障害児の数が、入所定員から当該入所定員から50を差し引いた数に100分の５を乗じ

て得た数に、５を加えた数を加えて得た数を超える場合に、当該１日について障害児全員に

つき減算を行うものとする。  

（二） 過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い  

直近の過去３月間の障害児の延べ数が、入所定員に開所日数を乗じて得た数に100分の105

を乗じて得た数を超える場合に、当該１月間について障害児全員につき減算を行うものとす

る。  

（例） 入所定員50人の施設の場合  

(50人×31日)＋(50人×30日)＋(50人×31日)＝4,600人  

4,600人×105％＝4,830人（受入可能延べ障害児数）  

※ ３月間の総延べ障害児数が4,830人を超える場合に減算となる。  

⑥  障害児の数の算定に当たっての留意事項  

④及び⑤における障害児の数の算定に当たっては、次の（一）又は（二）に該当する障害児を

除くことができるものとする。  

また、計算の過程において、小数点以下の端数が生じる場合については、小数点以下を切り上

げるものとする。  

（一） 災害等やむを得ない事由により受け入れる場合  

（二） 就労等により、指定福祉型障害児入所施設を退所した後、離職等やむを得ない事由により

再度障害児入所支援の利用を希望する障害児を緊急避難的に受け入れた場合 

⑦  都道府県知事（指定都市及び児童相談所設置市の市長を含む。以下同じ。）は減算の対象とな

る定員超過利用が行われている指定障害児通所支援事業所等に対しては、その解消を行うよう指

導すること。当該指導に従わず、当該定員超過利用が継続する場合には、特別な事情がある場合

を除き、指定の取消しを検討するものとする。  

なお、指定障害児通所支援事業所等は、減算の対象とはならない定員超過利用の場合であって

も、処遇等について十分配慮すること。 


